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横浜下水道のはじまり（1872～）
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横浜下水道のはじまり
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都市浸水対策の基本的な考え方
と先進都市・横浜の取り組み



都市浸水対策における基本コンセプト

ハードとソフト(水位主義、情報)

選択と集中(特定地区)

受け手主体の目標設定(複数目標)

既存ストック活用
(流域治水・民間施設・グリーンインフラ)



総合治水対策の効果（2014年10月6日台風18号）

洪水調節時（10月6日午後3:00頃）

平常時

➢ 鶴見川多目的調整地

約154万m3 を貯留

➢ 新羽末広幹線

約75万m3 を貯留

引用元：国交省記者発表資料

引用元：国交省記者発表資料

引用元：国交省記者発表資料

洪水調節時は内径8.5m
の幹線管きょが満水

過去最大の洪水調節実績
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横浜駅周辺における浸水対策
（整備水準レベルアップに向けた整備）
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地下街を有したセンターゾーン
✓ 30年に１回程度の降雨（74㎜/hr）

に対する整備

✓ 将来目標は、50年に１回程度の降
雨（82㎜/hr）に対応



横浜駅周辺における浸水対策
（官民連携の浸水対策）
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（事例）

全国第１号案件が2020年6月に開業（JR横浜タワー）

雨水貯留施設（地下）
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横浜駅周辺の水位情報の提供

下水道から溢れる恐れがある場合に
注意喚起が表示されます

マンホール内の水位に連動して
水位の表示が変動します

マンホール内の水位に連動して
色が変色します

➢ 横浜駅周辺地区の下水道管内（4か所）の水位情報を発信

➢ リアルタイムの情報を提供
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計画を上回る降雨への対応
‘(グリーンインフラの活用）

グリーンインフラとは…

自然環境が有する多様な機能を
社会の様々な課題解決に活用する考え方

河川

農地 谷戸・田んぼ

公園
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具体的な取組事例（帷子川プロムナード計画）

冷える緑道（ヒートアイランド現象の軽減）
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日本の下水道界の
これまでの調和・構造の

「脱構築」
と

「新たな調和」

につなぐもの



ものづくり

メンテ情報

の蓄積

ものづくり改善
自治体との対話

形式知と暗黙知

イノベーション

新たなニーズやアイデア

①維持管理起点、「もの」から「コト」へ
→新たな「ものづくり」のマネジメントサイクル

知識・ナレッジのマネジメント

「分業制」水業界の組織構造の限界



②「多様化・分野拡大」のポテンシャルの増大

平常時、非常時を含めた
「都市経営の中核」の地域独占事業

「水環境の番人」から「地球インフラ」へ

※佐賀新聞

佐賀市のエネルギー・農業・水産そして豪雨対策に貢献する下水道



水

食

エネル
ギー

下水道がトレードオフの解決に貢献



下水道における

低炭素政策の分析
エネルギー問題と下水道



2030年に「バイオマスリサイクル率」を50%へ
閣議決定された・バイオマス活用基本計画

創エネ≧省エネ



課題認識と考えられる議論の方向性

〇実行計画に下水道が位置付けられていない

〇環境省予算活用と廃掃法手続きの限定的な簡素化

〇下水道財政だけに頼らない各省予算及び及び重点化とペ
ナルティ、資金的にはESG投資的な金融政策の活用

〇その他



課題認識と考えられる議論の方向性
〇水質から地球環境の視点への拡張※二軸とか
〇省エネ診断の促進と診断者の確保
〇全国一律水質基準の限界
→水質のローカルスタンダード
有明海・瀬戸内の季節別管理の延伸か

〇DX、中長期的研究課題その他



課題認識と考えられる議論の方向性
〇国による全国処理場の評価・公表

〇地域他分野、地域外貢献効果の算定方法

〇汚泥肥料のJAからの情報発信等、農業政策との連携

〇DBO等の促進ほかPPPの推進※三位一体



課題認識と考えられる議論の方向性
〇モデル処理場の選定基準
〇オープンイノベーションと企業体質
〇システム全体の視点と長期構想計画の必要性。
※部分改修の繰り替えし

〇広域化の発想の欠如
〇マネジメント時代における提案社の業務効率性と
新技術導入の勉強が不十分・・誰の？



地球のための「地域づくり」
グローバルとローカル、地域多分野の結合持続には、グローバルとローカルの二つの視点が必要



低炭素の目標(脱炭素量、エネ

ルギー自立率など)は、

下水道普及率に代わる、

統一目標として

日本の下水道を牽引するか!
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下水道と食
～ビストロ下水道～
地域資源循環の普及と食
料安全保障



化学肥料代替としての環境負荷低減＋炭素貯留効果





住民・消費者

下水道

農家

八百屋さん

レストラン

低コスト
栄養価・美味しい
連作障害・病害無し

低化学肥料作物
地元産
栄養価・美味

循環資源
循環経済

汚泥処分費減
使用料低減
市民との交流

成功の仕組みは「三方良し」



時計の針は、戻らない

P P P と DX



私が見るDXの特長
⇒牛丼

•早い ＝高速 空間 /時間

•安い ＝低コスト化

•うまい＝高品質・付加価値

目的は、「人」と「社会」
の笑顔、幸せ

★お肉は知識、これを美味しく料理



DXの農業部門活用によるイノベーション

Value
過酷な農業から「楽ちん」農業へ
労働者から知的で高収益農業のCEOへ業態変革

効率性・楽ちん
作業の自動化・データ収集の自動化と解析・予測



誰の、どんな「幸せ」ためのDXか？



人とAIの協働

ブラックボックス
⇒オープン・透明性



37※水道公論57巻第1号 調査報告「上下水道事業運営の多様性」 EY福田・関、東大加藤執筆より
引用

自治体事業 民営化事業



フランスのDSPを支える環境と
官側の総合コンサルタント

38

• 職員の雇用と技術継承の確保：

• 自治体への支援：

例）Espelia社

• 1995年にフランス市長会等により創立されたコンサルティング会社。職員数約100名。

• 自治体専門にコンサルティングサービスを実施。民間企業へのサービス提供は行っていない。

• 株主は幹部従業員自身であり、監査役等の役割でフランス市長会などの公的機関の関係者が
関与している。

• 業務内容：人事・組織形態の検討/複雑な公共調達の支援（DSP, PPPなど）/プロジェクト

マネジメント/調達の質に関する調査/契約・サービスの監査、モニタリング

直営型からDSP型に変わった場合でも、労働者保護の観点から職員の雇用の
後継民間事業者への承継が労働法典で規定されている 。
(労働法L1224-1条)

相続、売却、合併、資金の転換、会社設立など、雇用主の法的状況に変化が生じた場合、変更当日に有効な
すべての雇用契約は、新しい雇用主に継承される。

自治体のDSP導入を検討にあたり、公共サービスの経営や民間委託に関する
契約のチェック等、法務、財務、技術の多方面からアドバイスを行うコンサルティ
ング会社（自治体へのサービスに特化しており、民間企業からは受託しない）
が存在する。※当初DSPは投資不十分、汚職等の問題。
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• 業績指標の報告義務：
2007年5月付政令にて、公表すべきサービス指標および技術指標が具体的に定められた。

自治体の経営・サービスに関する報告義務による透明性・競争性(法定)

指標番号 項目

D201.0 合流式又は分流式の下水道事業に接続する人口の予想値

D202.0 事業場からの下水道への排出に関する承認件数

D203.0 下水道事業に起因する汚泥の発生量

D204.0 下水道使用料（税込み）（年間120㎥使用時の㎥単価）

P201.1 下水道普及率

P202.2A （0点から10０点までの尺度評価指標）下水道網に関する調査状況及び複数年に渡る更新計画の策定状況（2012年までの旧指標）

P202.2B
（0点から12０点までの尺度評価指標）下水道網に関する調査状況及び複数年に渡る更新計画の策定状況（2013年以降の新算定式
による新指標）

P203.3 EU指令（EU都市排水処理指令）に基づく国内規制に定める下水道管網の状態の適合状況

P204.3 EU指令（EU都市排水処理指令）に基づく国内規制に定める下水道処理設備の状態の適合状況

P205.3 EU指令（EU都市排水処理指令）に基づく国内規制に定める下水処理水準の状態の適合状況

P206.3 法規制に適合した処理がされている下水道汚泥の比率

P207.0 調定下水道使用料対する、支払い免除額及び連帯基金への拠出額の比率

P251.1 浸水被害の発生件数の比率

P252.2 管渠網における頻繁な清掃（年2回以上）を必要とする地点の数（100キロメートルあたり）

P253.2 平均下水道管渠更新率（過去5年平均）

P254.3 処理人口2000人以上の処理場を対象とした、BOD5の適正処理の状況

P255.3
（0点から12０点までの尺度評価指標）晴天時及び雨天時（異常降雨時を除く）における下水の未処理放流の状況に関する調査、
モニタリング状況

P256.2 債務償還年数

P257.0 使用料未納の比率

P258.1 使用者1000人あたりの、書面での苦情受理（運営主体及び市長部局向け双方）の比率

http://www.services.eaufrance.fr/indicateurs/assainissement-collectif?order=field_indicateur_code&sort=desc


透明性

リスク管理

資産管理

市民コミュニケーション

気候変動（大雨等）への対応

品質・持続的サービス人材確保

アフェルマージュ（民間） 自治体

適正料金

資金管理

研究開発・イノベーション

水の再利用・省エネ

まずは「自己評価」と民間の戦略的活用
※ボルドーメトロポール資料を
翻訳
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コスト・人員

技 術 継 承
地 元 企 業

日本のPPP導入の視点

⇒官発注部分とPPP委託部分の切り分けで対応が現状
⇒官民融合によるシナジーは少ない

参考 加藤裕之,「下水道事業等における地元企業の活用と技術継承を考慮したPPP手法」
下水道協会誌,No.684, 132-138, 2019.



42

コンセッション等の現場で働く人語録

わたしたちの処理場

自分たちの考え・提案で、やれる

維持管理の緊張感と責任感を体感

市民と近い触れ合う→やりがい

発注者の視点を学べる

フィールド、生下水で研究や開発

官の声の例 民のやり方を学べる、刺激、人不足で出来なかったことをやっても

らえる。



民間の強みとは「何だろう」
コストカット等の経営意識

公務員の異動・人事体系と異なる？

組織・所掌分野の柔軟性

特別サービス※セット販売クーポ

ン議会がない、柔軟・スピード

市境がない

コスト意識・経営感覚



①「コンセッション方式」は報道では民営化と説明されるた

め市民に対して誤解を生むだけでなく意味が伝わりにくい

ため「運営委託方式」としている

②下水道施設の改築更新は国の交付金に頼らざるを

得ないため、事業計画に縛られやすい

③運営権者から汚泥処理等に斬新な提案があっても、

事業計画を見直し運営権事業終了後も縛られるような

提案は受け入れ難い

※柔軟的な事業計画変更対応ができると、
民間ならではの新技術の導入が期待できる
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問題点や国への要望事項(抜粋)

東大セミナーにおける浜松市資料



ドイツ150年の官民融合組織で地域経営
日本の地方都市モデルになるか

コンセッション
契約など

※水道公論 第56巻第8号 調査報告「分野横断型の連携モデル」EY関 東大・加藤より引用

社長は民間から登用が一般的



横浜ウォーター株式会社

⚫ 自治体向けは、 に、 、

、 、 などのアドバイザ

リーを幅広く提供し、上下水道事業運営をサポート

⚫ を中心に、上下水道事業運営ノウハウを活

用し、 、

、 などを活動

⚫ 自治体向けには、履行監視、経営計画などPDCAに係る

を実施。横浜市水道局向けには や

、 、整備環境創造局向けには

、 などを受託。又、業務改善や技術継承に資

する も実施。

⚫ 水道事業体及び民間事業向けに、 、 、 、

、 などの水道技術者研修を提供し、事業体等における技術継

承に寄与。現在、 も配信スタート。

https://yokohamawater.co.jp



横浜市経営計画素案より

信頼と共感

信頼感

価値共有・共感

人柄

公正・真面目

能力

技術・理論

地域独占事業の
持続の鍵は



ご清聴ありがとうございました


